
厚生委員会議案説明資料 

令和５年９月２７日 

件  名 頁 

１ 第１２３号議案  債権の放棄について・・・・・・・・・・・・・・・・・・２ 

２ 第１３５号議案  足立区地域保健福祉推進協議会条例の一部を改正する条例・６ 

（福 祉 部） 



第１２３号議案説明資料
令和５年９月２７日 

件  名 債権の放棄について 

所管部課名 福祉部 福祉管理課 

内  容 

足立区が所有する次の債権を放棄する。 

１ 内容 

（１）債権

種類 足立区生業資金貸付金 

借受理由  飲食店（居酒屋）改装資金 

貸付金額  １，５００，０００円 

貸付決定日 平成５年２月１７日 

償還期間  平成５年１０月から平成１０年９月まで 

最終納付日 令和５年２月１８日 

（２）債務者

借受人 足立区保木間在住者（生活保護受給中） 

連帯保証人 足立区保木間在住者（生活保護受給中） 

（３）放棄する債権の額（元利金及び延滞金）

１，２６９，７９０円

２ 経過 

別紙２「債権放棄」経過について参照 

３ 債権放棄の理由 

（１）借受人は平成２３年１１月１５日付で生活保護受給開始、連帯保証

人は令和４年４月１日付で生活保護受給開始。 

（２）借受人及び連帯保証人は現在、生活保護受給中であること、両者と

もに年齢が８０歳を超え、年金収入と生活保護費で暮らしており、預

金残高も僅少で、資産がないことから、令和５年５月「足立区債権等

処理判定委員会」で債権放棄が妥当との答申を得た。 

（３）以上の理由から、地方自治法第９６条第１項第１０号の規定に基づ

く議決事件として債権を放棄する。 

４ 今後の方針 

  本貸付金の新規貸付はすでに終了しており、令和４年度に特別収納対

策課と協議し、全件の処理方針を決定した。これに基づき、引き続き適

切な債権処理に努めていく。 
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５ 「足立区債権等処理判定委員会」とは 

  区の債権回収を迅速かつ適切に行うため、足立区債権等処理判定委員

会設置条例に基づき設置された区の附属機関。委員構成は、学識経験者

４名、民生・児童委員１名の５名から成る。 

委員構成 

役職 職業等 

学識経験者 委員長 弁護士 

副委員長 弁護士 

委員 大学教授 

委員 税理士 

民生・児童委員 委員 
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足立区生業資金貸付金 「債権放棄経過について」 

債務者の償還経過と区の主な対応 

時期 対応内容（借受人） 対応内容（連帯保証人） 

平成 ５年１０月～ 

平成１０年 ４月 

① 償還開始当初より納付されず、滞納となる。納付を促すために借

受人及び連帯保証人に連絡を取り続けるが、債務者からは納付され

ず。 

平成１０年 ５月～ 

平成１０年１０月 

① 借受人の宛所が不明となり、借

受人が営業する店も移転したた

め、借受人と連絡が取れなくな

る。 

② １０月に借受人と連絡が取れ

るようになり、納付交渉を行う。 

① 連帯保証人に借受人の転居

先や店の移転先の情報を尋ね

るとともに、移転先の現地調

査を行う。 

平成１０年１１月～

平成１１年 ５月 

① 借受人の転居先が判明し、訪問

徴収員による訪問を開始。 

② 職員による現地調査や連帯保

証人との連絡も継続する。 

① 連帯保証人も借受人に対し

て、納付するように説得を続

ける。 

平成１１年 ６月～ 

平成２１年 ７月 

① これまで経営不振を理由に納

付が滞っていたが、分割納付交渉

の結果、平成１１年６月に 5,000

円の初回納付。 

② 以後は平成２１年７月まで、

2,000円から 5,000円の範囲で、

分割納付が継続。 

平成２１年 ８月～

平成２２年１０月 

① 平成２１年８月以降、再び納付が途絶えたため、借受人及び連帯

保証人に連絡を取る。 

② 未納期間中も、訪問徴収員による借受人宅の訪問を継続。

③ 借受人及び連帯保証人に対し、催告書を送付する。

④ 借受人は怪我、体調不良等により店に出られないため、納付を待

ってほしいとの訴えあり。 

⑤ 平成２２年５月からは、訪問徴収員が連帯保証人宅も訪問する

が、連帯保証人の宛所が不明となり、連帯保証人と連絡が取れなく

なる。なお、平成２２年１０月に連帯保証人の新住所が判明。 

平成２２年１１月～

平成２３年 ２月 

① 借受人より断続的に月 2,000

円の分割納付。 

平成２３年 ３月～ 

平成２３年１０月 

① 平成２３年３月以降、再び納付が途絶えたため、借受人及び連帯

保証人に連絡を取る。 

② 未納期間中も、訪問徴収員による借受人宅の訪問を継続。

③ 借受人及び連帯保証人に対し、催告書を送付する。

④ 毎月の訪問徴収の際、借受人より経営不振のため、納付を来月ま

で待ってほしいとの訴えあり。 

⑤ 平成２３年９月に、借受人の店が経営不振で廃業となる。

別紙２ 
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時期 対応内容（借受人） 対応内容（連帯保証人） 

平成２３年１１月 ① 平成２３年１１月１５日付で

生活保護受給開始。 

② 疾病のため入院。

平成２３年１２月～

平成２６年 ３月 

① 訪問徴収員による借受人宅の

訪問を継続。 

② 借受人に対し、催告書を送付す

る。 

③ 平成２６年３月、借受人より年

金支給月の隔月 2,000 円の分割

納付をお願いしたいとの訴えあ

り。 

① 連帯保証人については、生

活保護受給による生活困窮状

態にあるといえず。 

② 連帯保証人に対し、催告書

を送付する。 

平成２６年 ４月～ 

令和 ３年 ７月 

① 訪問徴収員が隔月に借受人宅

を訪問し、2,000円の分割納付が

継続。 

令和 ３年 ７月～

令和 ５年 ２月 

① 要介護状態となる。

② 訪問徴収員の訪問による隔月

2,000円の分割納付が継続。 

① 借受人の生活介助のため、

令和３年７月１２日付で借受

人との同居を開始。借受人と

同住所の別世帯。 

② 令和４年４月１日付で生活

保護受給開始。 

令和 ４年 ５月～

令和 ５年 ２月 

① 訪問徴収員の訪問による隔月

2,000円の分割納付が継続。 

令和 ５年 ４月 ① 令和５年５月の「足立区債権等処理判定委員会」における債権放

棄の可否についての諮問に向けて、令和５年４月１９日に借受人宅

を訪問し、借受人及び連帯保証人の現在の生活状況について聴取。 

② 借受人及び連帯保証人は年齢が 80 歳を超え、現在も生活保護受

給中で、世帯の収入額と支出額はほぼ同額、両名の口座通帳の振込

金額に相違なく、残高は僅少で、資産もない。 

令和 ５年 ５月 ① 本件については、足立区の債権の管理等に関する条例第１４条第

５号「債務者が著しい生活困窮状態（生活保護法の適用を受け、又

はこれに準じる状態をいう。）にあり、支払いが困難であるとみと

められるとき。」に該当する。 

② 債権放棄の判断を「足立区債権等処理判定委員会」に付議した結

果、「借受人及び連帯保証人は生活保護法の適用を受けている生活

困窮状態にあり、年齢等を考慮すると改善の見込みがないと判断で

きる。」との理由により、債権の放棄について賛成との答申を得た。 
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第１３５号議案説明資料 

令和５年９月２７日 

件  名 足立区地域保健福祉推進協議会条例の一部を改正する条例 

所管部課名 福祉部 福祉管理課 

内  容 

１ 改正内容 

 第２条１項「老人保健福祉の推進に関すること。」の表記を「高齢者 

保健福祉の推進に関すること。」に改正する。 

 

２ 新旧対照表 

別紙１のとおり 

 

３ 施行年月日 

公布の日から施行する。 
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足立区地域保健福祉推進協議会条例の一部を改正する条例新旧対照表（抄） 

 

改正前 改正後 

○足立区地域保健福祉推進協議会条例 ○足立区地域保健福祉推進協議会条例 

平成12年３月31日条例第37号 平成12年３月31日条例第37号

改正 改正 

令和４年７月11日条例第26号 令和４年７月11日条例第26号 

足立区地域保健福祉推進協議会条例を公布する。 足立区地域保健福祉推進協議会条例を公布する。 

足立区地域保健福祉推進協議会条例 足立区地域保健福祉推進協議会条例 

（略） （略） 

（所掌事項） （所掌事項） 

第２条 協議会は、区長の諮問に応じ、次の事項について調査・研究・協議

し、答申する。 

第２条 協議会は、区長の諮問に応じ、次の事項について調査・研究・協議

し、答申する。 

(１) 老人保健福祉の推進に関すること。 (１) 高齢者保健福祉の推進に関すること。 

(２) 地域保健医療の推進に関すること。 (２) 地域保健医療の推進に関すること。 

(３) 介護保険事業の推進に関すること。 (３) 介護保険事業の推進に関すること。 

(４) 児童福祉の推進に関すること。 (４) 児童福祉の推進に関すること。 

(５) 障がい者福祉の推進に関すること。 (５) 障がい者福祉の推進に関すること。 

(６) 健康づくりの推進に関すること。 (６) 健康づくりの推進に関すること。 

(７) 足立区地域保健福祉計画に関すること。 (７) 足立区地域保健福祉計画に関すること。 

(８) 前各号のほか、地域保健福祉の推進に関し必要な事項 (８) 前各号のほか、地域保健福祉の推進に関し必要な事項 

２ 協議会は、地域保健福祉の推進に関する総合的施策の適切な実施を期す

るために必要な事項について、区長に建議することができる。 

２ 協議会は、地域保健福祉の推進に関する総合的施策の適切な実施を期す

るために必要な事項について、区長に建議することができる。 

（略） （略） 

 付 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

別紙１ 
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